
○高崎市福祉医療費助成条例施行規則 

昭和５８年３月３１日 

規則第１７号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、高崎市福祉医療費助成条例（昭和５８年高崎市条例第１２号。以下

「条例」という。）第１２条の規定に基づき、条例の施行に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、条例において使用する用語の例による。 

（受給資格登録の申請及び受給資格者証の交付） 

第３条 条例第４条第２項の規定による申請は、福祉医療費受給資格者証交付申請書（様

式第１号。以下「受給申請書」という。）により行わなければならない。 

２ 前項の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、次に掲げる書類を提示

し、又は添付しなければならない。 

（１） 医療保険各法の規定による被保険者、組合員、加入者又は被扶養者であること

を証する書類 

（２） 条例第３条第１項第４号及び第５号に規定する者に係る申請の場合は、配偶者

のない女子及び男子並びに１９歳未満である者に係る前年分（１月から７月までの申

請にあっては、前々年分）の所得税の課税の状況を証する書類 

（３） 医療保険各法のうち国民健康保険の加入者の場合は世帯主に、その他の医療保

険加入者の場合は被保険者、加入者又は組合員に係る当該申請年度（４月から７月ま

での申請にあっては、前年度）の市町村民税の課税の状況を証する書類 

（４） 次の表の対象者の区分に応じ、それぞれに定める書類 

対象者の区分 提示又は添付書類 

ア 条例第３条第１項第２号に規定する

者及び同項第３号に規定する者 

・特別児童扶養手当等の支給に関する法

律施行令（昭和５０年政令第２０７号）

別表第３の１級に該当することを証す

る特別児童扶養手当証書 



・国民年金法施行令（昭和３４年政令第

１８４号）別表の１級に該当すること

を証する国民年金証書 

・身体障害者福祉法施行規則（昭和２５

年厚生省令第１５号）別表第５号の１

級又は２級に該当することを証する身

体障害者手帳 

・その他心身障害者であることについて

の公的機関の判定書 

イ 条 例 第 ３ 条

第 １ 項 第 ４

号 及 び 第 ５

号 に 規 定 す

る者 

・配偶者（父母のない

児童については両親

をいう。以下同じ。）

と死別又は離婚した

者 

・戸籍謄本（本市に本籍を有する者は不

要） 

・現に婚姻（婚姻の届出をしていないが、

事実上婚姻関係と同様の事情にある場

合を含む。）をしていないことを証す

る書類（条例第３条第１項第４号に規

定する配偶者のない女子又は配偶者の

ない男子に限る。） 

・配偶者の生死が明ら

かでない者 

・警察署その他官公署、関係会社等の証

明書 

・配偶者から遺棄され

ている者 

・福祉事務所、民生児童委員、区長等の

証明書 

・配偶者が海外にある

ためその扶養を受け

ることができない者

・官公署又は民生児童委員の証明書 

・配偶者が精神又は身

体の障害により長期

にわたって労働能力

を失っている者 

・医師又は歯科医師の診断書 



・配偶者が法令により

長期にわたって拘禁

されているためその

扶養を受けられない

者 

・刑務所、拘置所その他官公署等の証明

書 

・上記以外の者 ・母子又は父子関係が存在することを証

明し得る書類 

３ 市長は、第１項の申請があった場合において、申請者を受給資格者に該当すると認定

したときは、これを登録し、福祉医療費受給資格者証（様式第３号。以下「受給資格者

証」という。）を交付するものとする。 

４ 市長は、第１項の申請があった場合において、受給資格者に該当しないと認定したと

きは、福祉医療費受給資格非該当決定通知書（様式第４号）により申請者に通知するも

のとする。 

（資格の取得の時期） 

第４条 自己負担金の助成は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日

（以下「資格取得日」という。）以後に対象者が受けた診療等に対して行うものとする。 

（１） 出生により資格が発生した場合 出生日 

（２） 群馬県内の市町村からの転入により資格が発生した場合（転入前の市町村にお

いて資格を有していた者が、転入日から１４日以内に受給資格者としての登録の申請

をした場合に限る。） 転入日 

（３） 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第１１６条の２の規定の適用を

受け、群馬県内の他の市町村が行う国民健康保険の被保険者とされた本市に住所を有

する者が、群馬県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療の被保険者となった

場合（当該被保険者となった日から１４日以内に受給資格者としての登録の申請をし

た場合に限る。） 当該後期高齢者医療の被保険者となった日 

（４） 前３号に掲げる場合以外の場合 受給資格者として登録を受けた日 

（資格の喪失の時期） 

第５条 自己負担金の助成は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日

（以下「資格喪失日」という。）の前日までに対象者が受けた診療等に対して行うもの



とする。 

（１） 死亡の場合 死亡日の翌日 

（２） 転出の場合 本市に住所を有しなくなった日 

（３） 前２号に掲げる場合以外の場合 対象者でなくなった日（条例第３条第１項第

２号又は第３号に該当する者に対し現に交付された受給資格者証の有効期間中に、国

民年金法（昭和３４年法律第１４１号）第３０条第２項に規定する障害等級が変更さ

れたことにより当該者が対象者でなくなったときは、当該受給資格者証の有効期間の

翌日） 

（受給資格者証の有効期間及び有効期間の更新） 

第６条 受給資格者証の有効期間は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める期

間とする。 

（１） 条例第３条第１項第１号に規定する者 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れに定める期間 

ア 満６歳に達する日以後の最初の３月３１日以前に受給資格者となる場合 資格取

得日から満６歳に達する日以後の最初の３月３１日まで 

イ アに該当する者が引き続き受給資格者となる場合 満６歳に達した日以後最初の

４月１日から満１２歳に達する日以後の最初の３月３１日まで 

ウ 満６歳に達した日以後の最初の４月１日から満１２歳に達する日以後の最初の３

月３１日までの間に受給資格者となる場合 資格取得日から満１２歳に達する日以

後の最初の３月３１日まで 

エ イ又はウに該当する者が引き続き受給資格者となる場合 満１２歳に達した日以

後最初の４月１日から満１５歳に達する日以後の最初の３月３１日まで 

オ 満１２歳に達した日以後の最初の４月１日以後に受給資格者となる場合 資格取

得日から満１５歳に達する日以後の最初の３月３１日まで 

（２） 条例第３条第１項第２号に規定する者 資格取得日（第３項の規定により有効

期間が更新されたときは、当該更新後の有効期間の初日）から次に掲げる日のうち最

初に到来する日まで。ただし、当該受給資格者証の有効期間中に高齢者の医療の確保

に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第５０条の規定による後期高齢者医療の被

保険者となる者（以下「後期高齢者医療被保険者」という。）にあっては、資格取得



日から後期高齢者医療被保険者となる日の前日まで 

ア 第３条第２項第４号の表アの項提示又は添付書類の欄に規定する提示又は添付書

類に次回診断書提出年月日、再認定日、次回の判定日又はこれらに準じる年月日の

記載があるときは、当該年月日の前日（当該記載が月をもってなされている場合は、

当該月（国民年金証書の次回診断書提出年月については当該月の３月後の月）の末

日） 

イ 資格取得日（第３項の規定により有効期間が更新されたときは、当該更新後の有

効期間の初日）から最初に到来する平成１４年から３年ごとに到来する年の７月３

１日 

（３） 条例第３条第１項第３号に規定する者 資格取得日（資格取得日の前日までに

後期高齢者医療被保険者となった場合は資格取得日の属する月の翌月初日（資格取得

日がその月の初日であるときは、当該初日）、第３項の規定により有効期間が更新さ

れたときは当該更新後の有効期間の初日）から、次に掲げる日のうち最初に到来する

日まで 

ア 第３条第２項第４号の表アの項提示又は添付書類の欄に規定する提示又は添付書

類に、次回診断書提出年月日、再認定日、次回の判定日又はこれらに準じる年月日

の記載があるときは、当該年月日の前日（当該記載が月をもってなされている場合

は、当該月（国民年金証書の次回診断書提出年月については当該月の３月後の月）

の末日） 

イ 資格取得日（第３項の規定により有効期間が更新されたときは当該更新後の有効

期間の初日）から最初に到来する平成１４年から３年ごとに到来する年の７月３１

日 

（４） 条例第３条第１項第４号及び第５号に規定する者 資格取得日から最初に到来

する７月３１日まで。ただし、有効期間中に１８歳に達する者及びその者のみ扶養し

ている者にあっては、その達する日以後最初の３月３１日まで 

２ 前項各号に規定する有効期間が満了する受給資格者は、有効期間が満了する前に福祉

医療費受給資格変更届兼福祉医療費受給資格者証交付状況証明書交付申請書（様式第４

号の２。以下「変更申請書」という。）を市長に提出し、有効期間の更新を行わなけれ

ばならない。この場合において、市長が必要ないと認めるときは、第３条第２項に規定



する添付書類の全部又は一部を省略することができる。 

３ 市長は、前項の規定により変更申請書を提出した者について、受給資格者と認めると

きは、有効期間の更新を行うものとする。更新を行った有効期間が満了する場合にあっ

ても、また同様とする。 

４ 前２項の規定にかかわらず、市長は、受給資格者に係る受給資格が明らかであると認

めるときは、第２項の規定による変更申請書の提出によらずに、有効期間の更新を行う

ことができる。 

５ 市長は、前２項の規定により有効期間の更新を行ったときは、新たな受給資格者証を

交付するものとする。 

（受給資格者証の再交付） 

第７条 受給資格者は、受給資格者証を破り、汚し、又はなくしたときは、福祉医療費受

給資格者証再交付申請書（様式第５号）により、市長に受給資格者証の再交付を申請す

ることができる。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、これを審査し、受給資格を確

認したときは、受給資格者証を再交付するものとする。 

（受給資格者証の返還） 

第８条 受給資格を喪失したとき、受給資格者証の更新があったとき又は受給資格者証を

破り、若しくは汚したときにおいて、不用となった受給資格者証は、速やかにこれを市

長に返還しなければならない。 

（助成金の申請） 

第９条 条例第７条第１項の規定による助成金の請求は、福祉医療費請求書（様式第６号）

に診療報酬（調剤の場合は調剤報酬）明細書（様式第７号）又は福祉医療費明細書（様

式第８号）を添付して行わなければならない。 

２ 条例第７条第２項の規定による助成金の請求は、福祉医療費助成申請書（様式第９号）

に当該診療等に係る費用の領収書（保険点数の記入されているものに限る。）又は保険

診療証明書及び市長が必要と認める書類を添付して行わなければならない。 

（助成の決定通知） 

第１０条 市長は、条例第８条の規定による助成金の支払いについて決定したときは、福

祉医療費助成金決定通知書（様式第１０号）により、これを当該申請者に通知するもの



とする。ただし、支払伝票又は口座振替通知書を交付することによりこの通知に代える

ことができる。 

（助成金の返還通知等） 

第１１条 市長は、条例第１０条第１項に基づき交付した助成金の返還を求めるときは、

助成金返還通知書（様式第１１号）により行うものとする。 

２ 市長は、受給資格者が第三者を原因とする診療等を受けたときは、当該受給資格者か

ら第三者行為傷病届（様式第１２号）を提出させるものとする。 

（変更の届出） 

第１２条 条例第１１条に規定する変更に係る届出は、福祉医療費受給資格変更届兼福祉

医療費受給資格者証交付状況証明書交付申請書（様式第１３号）により行わなければな

らない。 

２ 前項の届出を行う者は、受給資格者が市外に転出するため受給資格登録状況の証明を

必要とする場合には、市長に証明書の交付を申請することができる。 

３ 市長は、前項の規定による申請を受理したときは、福祉医療費受給資格者証交付状況

証明書（様式第１４号）を交付するものとする。 

（その他） 

第１３条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、昭和５８年４月１日から施行する。 

附 則（昭和６２年６月２９日規則第２６号） 

この規則は、昭和６２年７月１日から施行する。 

附 則（平成元年１月２５日規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成８年９月２７日規則第４１号） 

この規則は、平成８年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１０年３月２３日規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１１年３月３１日規則第２４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 



附 則（平成１２年３月３１日規則第１０号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第３条第２項第２号の改正規定、第３条

第２項第４号の改正規定、第３条第３項の改正規定、第７条の改正規定、第８条の改正規

定及び様式第２号の改正規定は、平成１２年１２月１日から施行する。 

附 則（平成１４年３月２９日規則第３９号） 

１ この規則は、平成１４年４月１日から施行する。 

２ この規則施行の際現に従前の様式により作成してある用紙については、適宜補正して

これを使用することができる。 

附 則（平成１４年９月３０日規則第５３―２号） 

この規則は、平成１４年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１７年３月３１日規則第１６号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１７年４月１日から施行する。ただし、第３条第２項第２号の改正

規定（「６月」を「７月」に改める部分に限る。）、同項第３号の改正規定及び第６条

の改正規定は、平成１７年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成１７年７月１日から同年７月３１日までの間における資格の取得（改正後の第６

条第３項の規定による有効期間の更新を含む。）に係る第６条第１項第４号の規定の適

用については、同号中「最初に到来する７月３１日」とあるのは「平成１８年７月３１

日」とする。 

３ この規則の施行の際現に改正前の規則の各規定による様式により作成してある用紙に

ついては、適宜補正してこれを使用することができる。 

附 則（平成１７年１２月２８日規則第９３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１８年３月３１日規則第９０号） 

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年３月３１日規則第１１号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２０年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 



（経過措置） 

２ 施行日の前日において現に交付されている受給資格者証及び施行日から平成２１年７

月３１日（以下「切替日」という。）までの間に交付する受給資格者証に係る改正後の

第６条第１項第１号及び第２号の規定の適用については、同項第１号ア中「３月３１日

まで」とあるのは「３月３１日又は平成２１年７月３１日（以下「切替日」という。）

のいずれか早い日まで」と、同号イ及びウ中「３月３１日」とあるのは「３月３１日又

は切替日のいずれか早い日」と、同項第２号中「退院予定日」とあるのは「退院予定日

又は切替日のいずれか早い日」とする。 

３ 平成２０年８月１日から切替日までの間に交付する受給資格者証に係る改正後の第６

条第１項第３号の規定の適用については、同号イ中「最初に到来する平成１４年から３

年ごとに到来する年の７月３１日」とあるのは、「平成２１年７月３１日」とする。 

４ 施行日から平成２０年７月３１日までの間に交付する受給資格者証に係る改正後の第

６条第１項第４号の規定の適用については、同号イ中「最初に到来する平成１４年から

３年ごとに到来する年の７月３１日」とあるのは、「平成２３年７月３１日」とする。 

５ 附則第２項から前項までの規定の適用がある場合における改正後の第６条第２項の規

定の適用については、同項中「規定する有効期間」とあるのは、「規定する有効期間（高

崎市福祉医療費助成条例施行規則の一部を改正する規則（平成２０年高崎市規則第１１

号）附則第２項から第４項までの規定の適用がある場合には、それらの規定による有効

期間）」とする。 

附 則（平成２１年７月３１日規則第６８号） 

この規則は、平成２１年８月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

（１） 第１条中様式第１号、様式第１号の２、様式第５号、様式第９号、様式第１０

号及び様式第１３号の改正規定 公布の日 

（２） 第２条の規定 平成２１年１０月１日 

附 則（平成２５年３月１９日規則第９号） 

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年９月３０日規則第５３号） 

この規則は、平成２６年１０月１日から施行する。 



附 則（平成２８年３月３日規則第１７号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２８日規則第１０号） 

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 
























